
 

 

答申 情第２６号 

  

平成２５年１月２５日 

 

 

 

相模原市長  加 山 俊 夫  殿 

 

 

 

相模原市情報公開・個人情報保護審査会 

 

 

 

公文書公開（一部公開）決定処分に関する諮問について（答申） 

 

 

 

 平成２４年４月２６日付ＦＮｏ．０・４・５により諮問のありました事案に

ついて、別紙のとおり答申します。 

 

 

 

以 上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



１ 審査会の結論 

本件異議申立てに係る、平成２４年４月６日付け情公第１号により相模原

市長（以下「実施機関」という。）が行った一部公開決定（以下「本件処分」

という。）については、非公開と決定した部分のうち、別表に示した部分につ

いては公開するべきである。 

 

２ 異議申立ての経緯 

（１）平成２４年３月２５日付けで、異議申立人は、相模原市情報公開条例（平

成１２年１２月２５日条例第３９号。以下「条例」という。）第６条第１

項本文の規定に基づき、以下について公文書の公開請求を行った。 

①相模原市情報公開・個人情報保護審議会市民委員公募選考用「作文」

（小論文）で直近のもの。 

②相模原市の附属機関市民委員公募選考用「作文」（小論文）で直近の

もの（ただし①を除く）。 

③①及び②に係る募集案内及び選考要領。 

④①及び②に係る附属機関の委員名簿。 

    

（２）実施機関は、①、③、④の公開請求に対し、請求対象の公文書を「相模

原市情報公開･個人情報保護審議会公募委員募集（平成２３年４月１５日

から平成２３年４月２８日の間募集したもの。）に係る委員応募申込書、

委員公募のお知らせ及び相模原市情報公開･個人情報保護審議会委員の公

募について」及び「相模原市情報公開・個人情報保護審議会委員名簿」と

特定し、このうち、委員応募申込書（以下「本件対象文書」という。）に

記載の「氏名、性別、年齢、郵便番号、住所、電話番号、Ｅメールアドレ

ス、同時期に実施されている、他審議会等への審議会等の公募委員応募有

無、「応募の動機・抱負など」の欄中、家族、出身地、居住、社会的な地

位、経歴、思想に関する情報について、「個人に関する情報であって、特

定の個人を識別することができるため。又は特定の個人を識別することは

できないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれが

あるため」、条例第７条第１号に該当するとの理由で非公開とし、平成２

４年４月６日付けで本件処分を行い、異議申立人に公文書公開（一部公開）

決定通知書を送付した（なお、②に関しては、別に決定がなされている。）。 

 

（３）平成２４年４月１２日、異議申立人は、本件処分を不服として実施機関

に対して異議申立てを行ったので、実施機関は、同年同月２６日、当審査

会に対し条例第１７条の規定に基づき諮問を行った。 



 

３ 異議申立人の異議申立ての趣旨及び理由 

  異議申立人は、異議申立書、平成２４年６月２日付け意見書及び同年８月

２７日の審査会での意見陳述において、おおむね次のように主張している。 

本件対象文書の「応募の動機・抱負など」の欄の非公開部分について、実

施機関が、条例第７条第１号本文後段に該当するとして非公開とした情報は、

非公開とした情報のすべてが真に条例第７条第１号本文後段に該当するとは

思えない。実施機関は、理由提示義務を懈怠した瑕疵がある。非公開部分は

条例第７条の非公開情報に該当しない。非公開部分は公開の公益性が高いた

め、本件処分の取り消しを求める。 

 

４ 実施機関による異議申立てに係る処分を行った理由及び説明 

  実施機関の主張は、おおむね次のとおりである。 

（１）相模原市情報公開・個人情報保護審議会について 

  相模原市情報公開・個人情報保護審議会（平成２４年４月１日より相模原

市情報公開・個人情報保護・公文書管理審議会に名称を変更している。以下

「審議会」という。）は平成１９年７月１日に設置され、情報公開に関する制

度又は個人情報の保護に関する制度の改善その他の重要事項について、実施

機関の諮問に応じて調査審議し、その結果を答申し、又は意見を建議するこ

と、及び相模原市個人情報保護条例の定めるところにより実施機関の諮問に

応じて調査審議し、その結果を答申することを目的としており、委員数は平

成２４年４月１日時点で９名、同年５月１日に新たに３名の委員が委嘱され、

現在は１２名となっている。 

 

（２）直近に実施した審議会に係る公募委員の選考について 

  平成１０年１０月１５日施行の「相模原市審議会等の在り方に関する基本

指針」及び平成１１年４月１日施行の「相模原市審議会等の委員公募要綱」

に基づき、審議会委員として、２名の公募を行うこととし、平成２３年４月

１５日から同年同月２８日までの期間に、広報さがみはら、ホームページへ

の掲載及び各行政資料コーナーでの資料配布により、募集を行った。 

  応募方法は、本件対象文書に、「氏名」、「性別」、「年齢」、「職業」、「住所」

「同時期に実施されている、他審議会等への審議会等の公募委員応募有無」、

「応募の動機・抱負など」を記載の上、情報公開課宛てに、郵送、Ｅメール

での送付、直接持ち込みのいずれかにより申し込むものとした。 

  募集の結果、４名から応募があり、相模原市情報公開・個人情報保護審議

会選考委員会を同年５月３０日に開催し、２名を選考した。 



 

（３）非公開とした部分及び理由 

ア 非公開とした部分 

   本件対象文書に記載された内容のうち、「氏名」、「性別」、「年齢」、「郵便

番号」、「住所」、「電話番号」、「Ｅメールアドレス」、「同時期に実施されて

いる、他審議会等への審議会等の公募委員応募有無」及び「応募の動機・

抱負など」の欄中、「家族」、「出身地」、「居住」、「社会的な地位」、「経歴」、

「思想」に関する情報である。 

 

イ 非公開とした理由 

「氏名」、「性別」、「年齢」、「郵便番号」、「住所」、「電話番号」、「Ｅメール

アドレス」、「同時期に実施されている、他審議会等への審議会等の公募委員

応募有無」については、いずれも個人に関する情報であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することがで

きるものであるため、条例第７条第１号本文前段に該当し、非公開としたも

のである。 

   「応募の動機・抱負など」の欄中、「家族」、「出身地」、「居住」、「社会的

な地位」、「経歴」、「思想」については、いずれも特定の個人を識別するこ

とはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそ

れがあるため、条例第７条第１号本文後段に該当し、非公開としたもので

ある。 

 

５ 審査会の判断 

（１）本件対象文書について 

本件対象文書には、「氏名」、「性別」、「年齢」、「職業」、「住所」、「同時期に

実施されている、他審議会等への審議会等の公募委員応募有無」、「応募の動

機・抱負など」の欄がある。本件対象文書は、公募委員募集のため、実施機関

が平成２３年４月１５日から同年同月２８日までの期間に募集をした結果、４

名から提出されたものである。４名のうち２名はワープロ打ち、１名はワープ

ロ打ちと手書きの併用、１名は手書きで作成している。 

 

（２）条例第７条第１号（個人に関する情報）該当性について 

ア 条例第７条第１号の趣旨及び解釈 

条例第７条第１号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に

関する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合す



ることにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）

又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれがあるもの。」を非公開とするという規定であ

る。 

本号本文前段は、個人に関する情報であり、特定の個人を識別することが

できる情報を非公開とするものである。他の情報と照合することにより、特

定の個人を識別することができることとなるものについても、非公開とする

趣旨である。 

本号本文後段は、特定の個人を識別することはできないが、公にすること

により、個人の権利利益を害するおそれがあるものを非公開とする趣旨であ

る。診療記録、反省文などの個人の人格と密接に関わる情報や未発表の著作

物は、特定の個人を識別することができることとなる部分を除いたとしても、

公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがあるものに該当する

ものである。 

 

イ 当審査会の判断 

実施機関は、本件対象文書の「応募の動機・抱負など」の欄中、「家族」、

「出身地」、「居住」、「社会的な地位」、「経歴」、「思想」について書かれた部

分を、条例第７条第１号本文後段に該当するとして非公開としている。そこ

で、応募者４名の本件対象文書をそれぞれＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄとし、当審査会が

見分したところ、Ａの非公開部分には「家族」及び「社会的な地位」、Ｂの

非公開部分には「出身地」及び「思想」、Ｃの非公開部分には「居住」、Ｄの

非公開部分には「経歴」という、個人に関する情報に該当すると判断できる

情報が記載されていた。 

また、当審査会が判断するにあたり、本件対象文書が４名から提出された

ものであり、そのうちの２名は、現在、審議会委員に委嘱されており、氏名

が公表されていることを考慮するべきである。本件対象文書は、少なくとも

審議会委員に委嘱されている２名にとっては、４件のうちの１件が、自分が

書いた「相模原市情報公開・個人情報保護審議会委員応募申込書」となる。

仮に、本件対象文書の数が多い場合は、氏名が公表されている２名の個人が

識別される可能性は一般的に低いと考えられるが、本件対象文書の数は４件

と、ごく少数であり、特定の個人を識別される可能性が非常に高くなること

から、個人を識別されないとはいえない。 

上記のような、本件対象文書の置かれた状況を踏まえた上で判断すると、

Ａの「家族」及び「社会的な地位」、Ｂの「出身地」及び「思想」、Ｃの「居

住」、Ｄの「経歴」についての部分は、他の情報と照合することにより特定



の個人を識別できるものであり、むしろ本号本文前段の、他の情報と照合す

ることにより、特定の個人を識別することができる個人情報に該当するもの

といえる。 

ただし、Ａの「家族」、Ｃの「居住」についての部分は、それぞれ「家族」

及び「居住」について書かれた情報を含む文脈ごと非公開としているもので

あって、「家族」及び「居住」について直接的に書かれていない、別表に示

した部分については公開するべきである。 

また、Ｂの「思想」についての部分は２箇所ある。「思想」については、

個人の人格と密接に関わる情報であり、公にすることにより個人の権利利益

を害するおそれがあるものともいえる。しかし、そのうちの１箇所は、思想

を述べるために一般的な事実を序文として記述しているに過ぎない部分が

含まれており、文脈のすべてが思想の情報であるとはいえない。よって、別

表に示した部分については公開するべきである。 

また、異議申立人のその余の主張については、当審査会の判断に影響を及

ぼすものではない。 

 

（３）結論 

以上の点から、当審査会は、実施機関が非公開とした部分のうち、別表に示

した部分については公開するべきであると判断する。 

なお、異議申立人は実施機関の理由提示義務の懈怠を主張しているが、実施

機関は公文書公開（一部公開）決定通知書において、非公開とした部分が条例

第７条第１号本文に該当する理由を明らかにしており、理由提示義務を果たし

ているものと判断する。 

もっとも、非公開とした部分は条例第７条第１号本文の前段に該当する部分

と同号本文の後段に該当する部分があることからすれば、実施機関は、請求者

のため、それぞれ同号前段と同号後段に該当することをも指摘することが望ま

しかったというべきである。 

 

６ 審査会の処理経過 

審査会の処理経過は次のとおりである。 

年  月  日 処   理   内   容 

平成２４年４月２６日 ・実施機関からの諮問 

     ５月２９日 ・実施機関からの理由説明書を受理 



     ６月２８日 

（第１部会） 

・審議 

・実施機関からの意見聴取 

     ７月２６日 

（第１部会） 
・審議 

８月２７日 

（第１部会） 

・審議 

・異議申立人の意見陳述 

１０月 ４日 

（第１部会） 
・審議 

１１月１５日 

（第１部会） 
・審議 

平成２５年１月２５日 

（第１部会） 
・審議 

 

第１部会委員 西澤 宗英 

        橋本 愼一 

齊藤 愛 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別表 

 

対象文書「相模原市情報公開・個人情報保護審議会委員応募申込書」 

応募者 「応募の動機・抱負など」の欄中、公開すべき部分 

Ａ ・１４行目１文字目から３文字目まで 

・１４行目１０文字目から１５行目２７文字目まで 

Ｂ ・２１行目１文字目から２３行目６文字目まで 

Ｃ ・１１行目２４文字目から１２行目１１文字目まで 

・１２行目２２文字目から１３行目２９文字目まで 

 

 


